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第■章  序言命
1－1 目的と背景
  かつては数十人もで運航されていた船舶の乗組員数の少人数化が進められて、
現在では船舶は十人余りの二二で運航されている。いわゆる近代化船では、大洋
航海中の単独当直は当然とされ、経験の浅い運航士でさえも航海の安全に重要な
見張りおよび衝突回避のための舵・機関の操作などが任されている。
 離着岸操船においては大洋航海中のような広い海域での操船と異なり、最新の
航海計器や設備が装備されていても、多くの乗組員が必要とされる。また船速が
低く、外乱の影響を受けやすいことから最も困難で熟練を要するものである。離
着岸操船は、近年の船舶の大型化で従来以上に難しいものとなっている。そこで、
離着岸操船での、運航士（船長）の複雑かつ過剰な職務を軽減し、安全な操船の
確保のためには、操船の自動化が必要であると考える。そこで、自動化の第一歩
として、経験の浅い運航士でも操船が可能な、高精度な測位システムを導入した
離着岸操船支援システムを研究した。
 離着岸操船支援システムの中核となるのは、高精度な船位と速度の情報および
知能化された操船システムである。米国の電波航法プランによれば、1993年半
ばには、GPSは完成し、全世界で24時間中、3次元測位が可能となる“》。要求畠
される精度が満たされればGPSは離着岸操船支援システムに最もふさわしい測位シ
ステムであると考え、本システムへの応用を検討した。しかし、1991年7月以降、
ブロックIIの全ての衛星にSA（選択利用性、以下SAと呼ぶ）がかけられ、精度が
悪化したことは著者らも観測している。離着岸操船支援システムにGPSを利用する
ためには、固定点での観測ではなく移動中における精度の評価こそ必要である。
ここでは、SAがかけられてからのGPSによる測位精度の検証と評価、および運動
モデルを用いないパイロットの操船を模擬したパターン・フィッティングを用い
る離着岸操船支援システムにういて述べる。
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1－2 本論文の構成
 第2章では高精度測位システム全般について述べる。著者らは、離着岸操船支
援システムへGPSの利用を考えた。 GPSが完成すると従来の電波航法システムにと
ってかわることも予想されるため、電波航法システムの動向を米国の連邦電波航
法システムをもとに調査した。また、GPSを利用したさまざまな応用が挙げられる
が、より高精度な測位が可能になればその応用範囲が広がるものと考えられる。
より高精度な測位と政策による精度劣化の影響をなくすことを目的としたDGPSの
研究が各国で行われている。DGPSの応用例として、米国および欧州でのDGPSネッ
トワークの構想について述べる。
 第3章では、GPSの測位精度に影響を与える要素について述べる。誤差の要因を
あげる。精度よく測位を行うために考慮しなければならない条件は、主に、SN比
とPDOPである。これらについては、受信機内部で計算がなされるが、その算出の
方法を述べる。また、誤差の原因の1つとして故意の精度劣化、SAがあるが、これ
についてその形態を述べ、観測結果の一例を挙げる。
 移動体ではさらに、移動体が動いていることによ、って生じる誤差が考えられる。
著者らは、移動中におけるGPSの測位精度について評価の必要性を検討し、陸上で
研究用レーダ車を用い評価実験を行った。この実験では精度の高い推測航法シス’
テムによる位置を基準値として使用し、時計を整合させた上で比較した。この方
法と実験結果と考察について第4章で述べる。
 第5章では、高精度測位システムを位置センサとして応用した航法システムにつ
いて考える。その1つは、自動離着岸操船システムである。運動モデルを使用した
自動離着岸の実験については報告があるが、ここでは、パターン・フィッティン
グを利用した方法を研究した。パターン・フィッティングは、経験豊富なパイロ
ットが行う操船を模擬iする方法であり、自動化の第一歩として、判断は人間に任
せた半自動の着岸支援システムについて検討した。．陸上では船舶特有の外乱の影
響がなく、測定の再現性が得られ、同じ航跡のパターンが収集・蓄積であると考
える。そこで、車両を用い、計画をもとに最適なルートを計算し、取るべき舵角
（ハシドル角）を支援モニタに表示するシステムを試作した。これについて、述
べる。
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 第6章では未来の航法として、自動車の航法システム、海上の航法システム、そ
れぞれについて展望を述べる。
 本論文の論理展開を図1－1に示す。
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 図1－1本論文の論理展開
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第2章 高精度測位システム
2－1  高精度測位システム
  さまざまな測位システムがあるが、高精度と呼べるシステムは少ない。また、
要求される精度は、システムを使用する環境や作業に依存するものである。
 GPSが完全運用されると、多くの測位システムに取って変わるのではないかとも
いわれている。GPSの登場によって、これまでのシステムの精度は、高精度とは呼
べなくなったのも事実である。このような背景があるが、一般にいわれる高精度
な測位システムを列挙し、それぞれのシステムについてその概要を述べる。
（1） GPS（ Global Positioning System ）’（t）｛2）（3｝〈4｝（s）
  GPSは人工衛星の電波を受信して、観測者の位置を正確に知るためのシステム
である。GPSは、3つの部分、すなわち、宇宙部分、制御部分、利用者部分に分か
れている。
 宇宙部分は1システムの完成時には、21個の衛星と3個の予備衛星が軌道傾斜角
55度で、昇交点経度が異なる6つの円軌道上に3つずつ配置されている。軌道高度
は、20，200km（10，900 nM）で周期は12時間である。また、常に4つ以上の衛星
が視界内にあるようにすれば、世界中でいつでも、どこでも測位ができる。それ
ぞれの衛星は、L，帯、 L，帯の電波信号を送信する。 L童帯には、 Pコード信号と
C／Aコード信号が乗っており、L2帯には、 Pコードのみが乗っている。これら
の信号に含まれる人工衛星の軌道情報や時刻を解読して、観測者の位置を計算す
る。衛星からの信号を区別するのに、符号分割多重を使用している。また、測地
系は、WGS－84を採用している。
 制御部分は、世界中に配置されたモニタ局と管制局で構成されている。このモ
ニタ局は、GPS受信機を用いて視界内にある全ての衛星を追跡し、衛星信号から
距離データを蓄積する。モニタ局からの情報が、主管制制御局（MCS）に転送さ
れ、そこで衛星軌道のチェックあるいは、衛星の航海情報の更新のために処理さ
れる。これらのデータが管制局を介して衛星に転送され、それらが衛星の制御情
報として使用される。
 1  △は 立置 正確な時刻、時間間隔を与える時計、アンテナと受信処
頁 ら
理機で構成される。
 また、GPSには標準測位業務（SPS：Standard Positioning Service）と高精度
測位業務（PPS．二Precise Positioning Service）と呼ばれる2つの利用形態があ
る。SPSは、 C／Aコードのみを使用する利用方法であって、誰でも利用できる。
これに対し、PPSはPコードを使用する高精度の測位ができる利用法で、米国と
その連合軍、それに限定された利用者に審査、政府間契約の上、認められること
になる測位業務である。1993年にシステムが完成すると、国防省はいつでもこの
Pコードを秘密のYコードに転換する権利を有しており、これをAnti－Spoofing
（AS）と呼んでいる。このASが発動されると、 PPSでの使用は不可能となる。
 SPSの水平測位精度は、電波航法プランによるとCEPで40 m、 PPSではCEP 17． 8
mである。さらに、GPSには、選択利用性（Selec七ive Availability：SA）と呼ば
れる故意に精度劣化を行う操作が用意されている。
（2）ディファレンシャルGPS（DGPS）‘6⊃《7，
  米国の連邦電波航法プランなどによると、港湾などの狭水域での航法には、
8～20m程度の高精度な航法システムが要求されることになっているが、汎用で
このような精度の全世界的な電波航法システムはない。ディファレンシャル・モ
ードで使用することによって、目的にかなう航法システムとする可能性が検討さ
れている。ディファレンシャル・モードというのは、ある距離離れた2つの利用
者が同じ航法システムを使うと両者に共通な誤差の影響が打ち消されて、お互い
の相対誤差を精度よく求めることができるものである。これを航法システムとす
るときには、位置が既知である基準局内にある受信機で求めた誤差の値を放送し
ておくと、その補正値によって誤差を補正した基準局周辺の利用者は基準局に対
する相対位置を求める形で、地図上に求めることができる。両者に共通な誤差と
は、                     ’
 ・ 電離層の伝搬遅延
 ・ 大気中の伝搬遅延
 ・ 衛星のもっている時計の誤差
 ・ 受信機のもっている時計の誤差
 ・ SAによる誤差
亘＿＿ク＿一＿
などである。
（3）ディファレンシャル・ロランC《e，
  陸上にあるモニタ局では、測定されたロランCの値と計算値の差を修正量とし
て近くの海面にある使用者に通報する。この補正量は、
 ・ ASF（ Add i t ional Secondary phase Eactor） ILg
 ・ 気象条件による誤差
 ・ 送信局の同期不良による値
 ・ その他
である。
 このシステムの応用例としては、スエズ運河の航行管制システムなどがある。
（4）ρ一ρ，ロランC‘9》
  船舶に高精度の時計を内臓した受信機を装備し、送信局と正確に整合してあ
れば、船と送信局との距離は時間差として検出できる。つまり時山面を測定する
ことによって送信局からの距離を測定することができ、船の位置は送信局を中心
とする円弧となる位置の線上にある。このようにして、複数個の送信局からの距
離が得られれば、船位はそれらの位置の線の交点として求められる。
（5）ハイ・フィックス（Hi－Fix）（te｝（t1）
  ハイ・フィックスはデッカ航法システムの一応用例で、測量用として精密な
位置測定が可能である。2距離式と双曲線式とがある。2距離式は、2従局を海岸に
設置し、また主局は測量船上に設置する。船上の主局から発射される電波’を受け
て、従局はこれと同位相の電波を発射する。船から両従局までの距離を計測し、
その交点として面面を求める。
 双曲線式は陸上に1つの主局と2つの従局を置き、船に受信機を積み込むもので、
原理は従来のデッカ航法システムと同じである。ただ、周波数はデッカよりも高
く2MHz帯を用いるので、波長が短いためレーン幅も小さい。そのため、測定精
度が極めてよく、基線上では1m以下である。しかし、有効範囲は狭く20～150
海里位である。
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（6）レイジスト〔9》”g）
  基本的には、船上の主局と位置の分かった地上の局によって構成され、位相
比較によって測位を行う方法である。使用周波数は、1．6MHzあるいは、400 MH
zで有効範囲は200海里、精度は3m程である。他にこのシステムにはいろい
ろな方法がある。独立した別々の周波数をもつシステムにより距離測定を行い、
位置を求める方法と、距離測定と双曲線によるものを組み合わせた方法もある。
（7）距離測定装置（DME）（12｝
  DMEは、マイクロ波を利用したトランスポンダ型の測位システムである。その
測位原理は、船上の主局が発射したパルス信号が従局に達し、従局からの信号が・
主局に戻ってくるまでの時間を測定し距離を求めるものである。図2－1に示すよう
に、2つの従局A，Bまでの距離が分かると、従局A， Bを中心とする半径Rn，
RBの円周上に位置の線Ln，Leがかけるので、その交点が船位Pである。測距
誤差は公称約±1m、測位精度は距離の交角に依存する。このシステムめ利用可
能距離は80km位である。しかし、電波は見通し線上しか伝わらず、また気象の
影響を受け易い。このシステムで精度よく、連続的な受信を行うためにはミ従局
の配置が重要である。著者らが行った実験では、測位精度は10のdrmsで0．78
mという値を得ている。（13｝
          位置線L“．
        （半径Raの円周）
                主局                     位置線LB
                 p  （半径RBの円周）
Ra R，
A
従局
 B
従局’
図2－1距離測定装置によるρ一ρ航法
：E一．．””一．一一9一一一一一．一
（8） GLONASS （Global Navigation Satellite System）（tA）（i6）
  GLONASSは、旧ソ連が開発しているGPSによく似た衛星航法システムである。
システム完成時に衛星は、64．8度の軌道傾斜角を持ち、120度で交差した3つの軌
道面に45度の間隔で8個ずつ合計24個（3個の予備衛星を含む）配置される。軌道
高度は19，100kmであり、また軌道周期は約11時間16分とGPSに比べて短い。衛星は
L，とし，の2つの周波数帯の電波信号を送信する。衛星からの信号を区別には、衛星
毎に送信周波数を変える周波数分割多重方式を使用している。また、GLONASSにも
軍用と民間用のコードがあり、これはシフトレジスタを使用する疑似雑音コード
でビットレートは、0．511Mb／s、長さは511ビットとGPSの半分である（14｝が、
時間的な長さは1msと同じである。測地系は、 SGS－85を使用している。 GLONASS
とGPSのシステムの構成を比較したものを表2－1に示す。
 また、GLONASSにはGPSにあるようなSAによる故意の精度劣化は用意されていな
い。総合的な測位結果u5，u6｝は、水平誤差がCEPで7m、2drmsでは20 m、ま
た垂直誤差はそれぞれCEPで7m、2drmsでは36 mとSAのないときのGPSに匹敵す
るものである。
．、Parameter GLONASS GPS
S〆Cnumbef in匡he fully deployed system21寺3 21＋3
Numbeτof olbit planes 3 6
0τbit㎞clination ・      64，80 530
Orbit altitude 19100KM 20180K：M
Revolution pedod 11．h． 15】面n． 1211
耳phemeris daにaτepτeselltation method              ● 9parameters of S！C motion in the geo。
モ?獅狽窒奄ャﾑectangロ1aτrotating coordinate
@            system   ・
Kepler elements of SIC o由its
Geodetic coordinate system SGS－85 WGS－84
Phase。10ck of・the rangi豆g signalsto the GLONASS system’s synchrohizerto the GPS system’s synchronizeτ
Co鵬。藪ons to system time lela蛭ve to the
tni》elsal coordiエiated time
UTC（SU） UTC（USNO）
A」1manac contellt 120bit 152bit
Duration of almanac trans卑itting象ime2．5min 12．5min
Method of SIC signal divisio鳳 flequency code
Band． of f爬quellcies （1602．5625－1615．5）士0．5MHz1575．42±1MHz
Flequencies ih the L2 range 1246．4375－1256，5MHz 1227．6MHz
Number of code elements 511 1023
．Code frequency 0．511MHz 1．023MHz
Crosstalk level in two a勇8cent channels一48dB 。21．6dB
Synchrocodeτepe1ition period 2S 6s
Bit number in synchfbcode 30 8
Bipbinar．coding of血fomation chaτacte＝
≠魔℃Mabi1並y      1
yes no
Type of used langing code Sequence of lnaximal leagthGbld．code
表2－1GPSとGLONASSのシステム構成の比較
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2－2  電波航法システムの動向
2－2－1 連邦電波航法プラン（t）
  世界の電波航法システムの動向は、米国の連邦電波航法プラン（Federal
Radionavigation Plan，以下FRPと呼ぶ）の内容に添うと考えられている。以下、
FRPの概要について述べ、世界の動向について検討する。
 FRPは米国の国防省と運輸省が共同で作成した文書であり、1980年に第1版が発
表され、2年毎に見直しが行われ現在に至っている。FRPは第1部から第IV部の4部
で構成されている。それぞれの概要について簡単に述べる。
1部 プランと政策
  将来の電波航法システムについて、両省としての政策を打ち出しているほか、
両省の関連部局とそれぞれの責任者、および両省間の連絡機関が述べてある。そ
のあとに、いろいろな電波航法システムの現状とその運用プランが示されている
FRPが取り扱う電波航法システム
海上
航空用のみ
ロランC
オメガ
トランシット（NNSS
無線標識
GPS
VOR， VORIDME， VORTA
TACAN
ILS
MLS
 また、各システムの利用者数と将来予測とがシステム別に示されている他、将
来の電波航法システムとそれらのシステムの組合せ（mix）についての両省の政策が
示されている。表2－2は、政策に基づくシステム別の今後の計画について海上で利
用可能なものについてまとめたものである。
GPS
ロランC
オ3ガ
トランシット
囎
利用者部分
繍
簡卸部分
1990 1”1 19t2 tege sgg4 an
’
衛星群の構成 全世界でP日24時間・3次元淵立可能
瞬
運営可能
函D使用を中止
（1994）
因）！［bT
将来の航法システム
組合せとして推奨
更新春心
・カバレージ全域にわたる
・近代化
海外の協力国との交渉
IbT
民間化の決定 騨
氏。／lbT
将来の航法システムの
組合：せとして推奨
襯
更新宥続
欄
．1） ）T
民間化の決定
廃止開始
襯
備
運営の打ち切り
（1996年末廃止完了）
民間の無指向圏標識の要求
?桙ｽすため、レ田帯での
?g数の集中を認める
新設要請に応じ場所別に
ｳ指向1三巴織の評価
表2－2 政策に基づくシステム別の今後の計画
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II部  いろいろな航法に対する要件を規定した部分
  軍用と民間用に分け、民間用については航空と海上の他、宇宙航行や陸上航
法についても述べている。『 ¥2－3はFRPにおけるシステムの計画と開発のための現
在の海上利用者の要件についてまとめたものである。
 また、測位精度を予測精度、再現精度および相対精度に分類し、それぞれにつ
いて定義している。
①予測精度（Predictable Accuracy）
  地球の地理または、測地座標に対する精度
②再現精度（Repeatable Accuracy）
  同じシステムを使って、以前に測定した座標に戻ることの精度
③相対精度（Relative Accuracy）
  同じ航法システムを使う別の利用者の位置に対して、利用者が位置を測定で
きる精度であって、両利用者間の距離が大きくなると精度は悪くなる。また、少
し前の自分の位置に対して、利用者が位置を測定できる精度とすることもできる。
たとえば、捜索活動や水路測量のように、幾何学パターンを構成する航跡が必要
な場合には、船舶などの位置は一般に相対座標系で測定される。
 精度の尺度は、CEP（Circular Error Probable）、すなわち確率誤差円の半径
（全測位点の少なくとも50Zを含む円の半径）と2drmsを使用している。2drmsとは、
放射状誤差のrmsの2倍（twice the root¶ean square radial error）という意味
であり、測位点の95％を含む誤差円の半径に相当し、FRPでは便宜上次のように定
義している。
    2drms＝＝2．5×CEP
 その他の測位要件として、覆域（カバレージ）、稼働率（Availability）、測位
間隔（Fix Interval）、測位次元（海上は2次元）、容量（加入利用者数）、アン
ビギティ（Ambiguity）が規定されている。
予測精度 再現精度 慰 稼働率 測位間隔 アンビギュイ（2dms） （2drms） ティ
航行安全 最低2～4rM ｛ 全世界 最低12時間 15分 99．9％（全船舶） 1～2海里が 毎の測位99％ 落としても 解ける
望ましい 最大2時間
蹴 航行安全 0．25海里 一 US沿岸 最低ga 7％ 2分 99．9％（全船舶） 海域 解ける
航行安全 0．25～ 一 US沿岸 最低99％ 5分 99％（小型船舶） 2海里 轍 解ける
航行安全 8～20m 一 US港湾 最低99．7％ 6～10秒 99．9％（大型船と曳船） 港湾ごと と入口 解ける
（最低〉
航行安全
航行安全 港湾ごと 港湾ごと USの港湾 99．7％ 港湾ごと 99．9％
（小型船舶） と入口 解ける
測量船・研究船 1．5m 1．5m USの港湾 最低99％ 1秒 99．9％
資源探査船 （利用者の 求による） と入口 解ける
表2－3 FRPにおける海上利用者の要件
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i
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III部 電波航法システムの特性
  ここでは、各システムごとにその特性を述べている。それらの大半はよく知
られたデータなので、ここでは、海上関係の5つのシステムについて主要な項目を
まとめて表2－4に示す。
他に、容量、信号特性（電力レベル、周波数、信号フォーマット、データレート
など）がある。
ロランC オメガ 無線標識 GPS トランシット
予測 0．25nM 2～4nM±3度 PPS 17．8mrPS 100 m鑛511器
測立精度 醐 18～90m 2～4hM 一 PPS 17．8mrPS 100 m叢翻
相対 18～90m0．25～
@0．5nM 一
PPS 17．6m
rPS 28．4m
10m以下
稼働率 ggz以上 99％以上 99％ 約100％ 購の齢
カバレージ
i
落鳳也 全世界連続 岸から 50nM 全世界連続（PDOP＜6） 全羅続
信頼度 99．7％ 97％ 99％ 98％ 99％
測位レート 毎秒10～2010秒毎 畿垂 本質的に@連続的
緯度による で110分80
測位次元 2次元 2次元 LOP 1本3次元と速度 2次元
アンビギュイ
@  テイ
あるが
?ｯる
±36海里 センスアンテナ
ﾉよる
なし なし
表2－4海上関係の5システムの概要
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IV部 電波航法システムの研究開発
  ここでは、両省のいろいろな機関における電波航法の研究開発が要約されて
いる。最近の研究開発は主にGPSに関するもので、運輸省における研究は米国沿岸
警備隊（USCG）、連邦航空局（FAA）によってなされており、その当初の目的は陸・海
・空の民間の利用者の要求を満たすことにあった。しかし、GPSによって得られる
精度は、民間の利用者の要求には見合わないことが明かになったため、システム
を改善し発展させることに焦点が向けられるようになった。
 海上の電波航法システムに関する研究は、沿岸警備隊が中心となって行われて
いる。研究の内容は、港内および入出航時の船舶を対象としたGPSの精度の検証を
行い、精度を改善を図ることである。この研究は主としてDGPSに関するのもので、
（1）海上無線技術委員会・第104特別委員会（RTCM－SC104）によって承認された概
  念と技術の確立
（2）これに引き続き、海上でのDGPSの利用に向けての標準の公開
である。
 USCGの研究における短期の目標は、以下に示すものである。
（1）港内および入出航時の船舶の航法で要求される精度を満たすシステムをSPS業
  務を主体とした航法システムで確立する。
（2）DGPSを港内および入出航時の航法に応用するため、 DGPSデータの発生、交換、
  適用に関する標準の決定し推進する。
（3）補正値のデータの転送にUSCGが管理する海上無線標識局を使用することを検
  塾する。
（4）DGPS業務のためのまとまった標準を決定し奨励する。
 また、航空機に関しての研究の主な．ものは、次の通りである。
（1）故障を検出し、10～15秒以内にパイロットに知らせる方法
（2）GPS／GLONASSの共同利用について
（3）戸〆の拡大のための衛星群の配置の変更、受信機の設計の要件
 また、国防省では、移動中において2～3cmの精度で測位を行うため、搬走波を
追跡する方式のDGPSを研究している。この研究によって確立された基盤は、米国
の各港湾、航路を建設、維持するための水路測量やしゅんせつにおいて使用され
る。
旦一一一一．⊥エ＿一
2－2－2 GPSの選択利用性についてCt？》
  C／AコードによるSPSでの測位は、これまでの各種の実験によると、その水平
測位精度は確率誤差円の半径（CEP）で表して、15 m前後であるとされていた。こ
の測位精度は、アメリカの国防省によると予想外によい値であって、これを全世
界に公開することは国家の安全保障上好ましくないとして、故意にこの精度を劣
化することがある、と発表していた。これがSA（選択利用性、以下SAと呼ぶ〉と
呼ばれる操作で実際に1991年7月以降、ブロックIIの全ての衛星にSAがかけられ精
度が劣化している。ごく最近では、米国では完全運用に向けての実験も行われて
おり、さらに精度は悪化している。
 SAによる精度の劣化は衛星からの放送メッセージの中の軌道データに故意に誤・
差を導入することと、衛星のクロック信号の揺らしによって、測定疑似距離を遅
くと速くに変化させることにあるとされている（te⊃。この変化はPPSの利用者は放
送メッセージの中の秘密のデータによって補正できることになっている。
 しかし、SPSについてはSPSは直接の料金なしに、全ての利用者が全世界的なベ
ースで利用が可能な測位と時間の業務であり、2drmsで100 mの水平測位精度を
与えるように設計されている。FRPでは、 CEPと2drmsの関係を2．5倍にどってい
るので2drmsの100 mは40 mのCEPに相当する。 SAによる精度劣化の限界を
1990年のFRPでは300 m（99．99％）とし、これ以上の劣化はないと保証しているが、
SAにはさまざまな形態がありその真相は明かではない。
亘．一一一t8．一＿＿
2－2－3 港内および入出航時の船舶の航法Cl）
  港内および入出航時の操船では、大洋航海とは異なり、船舶の運航者は座礁
や他船との衝突を避けるため、船舶の動きを高精度に察知することが必要である。
大型船においては、操縦性能が劣り旋回や停止が制限されているため、港内や入
出航の操船には50cmあるいは1mの精度で船位が得られることが要求される。
 現在、この精度で得られる電波航法システムは少ないため、港内、航路などで
は状況判断は、運航者の目視やレーダによることが多い。船員の少人数化によっ
て複雑なものとなっている港内、入出航時の操船での運航者の職務を軽減するた
め、判断を支援するシステムが必要と考える。そのシステムは、従来のように過
去の位置情報を航跡として示すだけでなく、次のような機能をもつシステムであ・
るべきである。
（1）過去に得られた位置から将来の位置の予測を行う。
（2）位置が予定針路からずれるような傾向があるならば、この傾向を加味し操舵
  すべき方向を指示し操船を支援する。
 また、電波航法によって得られる6～10秒間隔の情報を利用するため、FRPでは
自動ディスプレイが必要であると推奨している。これは、従来の方法で海図上に
測位した位置をプロットするのではなく、たとえばARPA、レーダ、測深儀、海岸
局との通信リンクを統合し判断を支援するものである。さらには知能化された操
船システムが要求されると考える。
亘一一．．巧し＿一
2－3 GPSの応用
2－3－1 米国におけるDGPSネットワーク（t 9⊃ （29）
  米国のDGPSシステムの開発の目標はFRPの要求を満たすことにある。 FRPによ
ると、港内および港への進入には99．7％利用可能で8～20m（2drms）の精度の航法
システムが必要であるとされているため、この要求にみあうようにGPSの測位精度
を改善する研究が行われている。また、港内および入出航時の航法システムとし
て、GPSは不適当であると考えられている。その理由は、精度がPPSでも17．8m
（2drms）、また航行の用に供さなくなった時に、…警…報を与えるシステムでないこと
からである。このため、システムの改善あるいは統合が必要である。
 GPSによってより高精度な位置を得るために、またシステムの民間での利用の可
能性を高めるためにさまざまな研究がなされてきた。その多くが実時間で補正値
を与えるDGPSの概念に基づくものである。他の電波航法システム、たとえばロラ
ンCやオメガに例があるように、ディファレンシャル方式の利用は自然な移行で
あると考えられる。
 USCGは、1987年にDGPSについて、2drmsで10 mの絶対精度が得られることを検証
している〔21）。この結果、DGPSの実施計画は、港内および入出航時のシステムと
してFRPが要求する精度8～20 mを満たすものであり、制限水域ある大型船に適当
な値であると結論づけている。
 米国が開発中のDGPSネットワークでは、基準局との補正値のデータは海上無線
技術委員会・第104特別委員会（RTCM SC104）のフォーマットで、現存の海上無
線標識を使用して移動局に与えられる。海上無線標識局を利用する理由として、
次の事項を挙げている。
（1）無線標識の機i器は信頼性が高く、民闘で入手可能で比較的安価である。
（2）無線に関する国際的な取り決めは、DGPSの補正値の放送にも適用でき新たな
  取り決めを必要としない。
（3）IALAは沿岸においてはDGPSの補正値の放送に海上無線標識を利用することが
  最適であると発表している。
（4）民間のメーカーでは、MSK受信機を内蔵したDGPS対応の受信機を開発中である。
  ネットワークの全覆域は約45の放送局（無線標識局）、25のDGPS基準局、25
の独立したモニタ局、そして24時間体制の人員が配備された管制局、2局で構成さ
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れる。これを図2－2に示す。また、DGPS業務の遂行計画を図2－3に示す。 DGPSのシ
ステムを構成する装置を特定するための必要な情報を得るためプロトタイプの実
験局を使用して、フィールド実験が行われる。システムを構成する機器・装置の
入手は1993年に始まる。また実用化に向けての設置は1994年の夏から開始し、19
95年末には完了することが予定されている。そして、1996年1月より、DGPSシステ
ムの業務を開始することが予想されている。
 政策については、DGPSに関しての記述はまだ発表されていないが、連邦が与え
る文書に付け加えられるものと思われる。このDGPS業務は秘密なく無料で、受信
可能な利用者全てが利用できるように計画されているが、国家の緊急事態におい
ては直ちに運営が取りやめられることが予想される。しかし、将来的には、米国
の港内、または港に近接の海域にある総トン数1， 600t以上の全ての船舶は適合で
きる受信機の備え付けが要求されることになろうとの報告がある。
図2－2 米国のおけるDGPSネットワークの等等
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彪〃一 ％．
ブイールド震験
ﾝ置場所の獲得
Vステムの設計
¥フトウェアの開発
葡u・機器の入手
葡u・機器の設置
Vステムの完成
一  ● ．i欄@   繍 形形
図2－3DGPSネットワークの遂行計画
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2一一 3－2 欧州におけるDGPSネットワーク
  欧州ではスウェーデンやフィンランドでDGPSの研究がさかんである〔22》。こ
れらの国の位置するバルト海は、大陸棚が広がって全体に浅く、海岸線は複雑な
地形をしているため、可航水域の幅は45～500mと狭い。また、1年のうち7～8カ月
も流氷に覆われているこの海域で最も危険とされるのは座礁である。他の国々で
は十分とされる精度であっても、この海域では不十分である。IMOは、近接してい
る危険に対する距離の4％以上の測位精度が必要であると推奨しているため、この
場合には、1．6～20mの精度が必要である。検討の結果、次の要件を満たすシス
テムが必要であるという結論に達した。
（1）2drmsで10 m以下の高精度な電波航法システムが必要である。2drmsで5
  m以下であることが望ましい。
（2）全世界的な標準に基づいたシステムでなければならない。
（3）公開され、だれでも使用できるシステムでなければならない。
 バルト海沿岸では、現在、DGPSの補正値の転送に無線標識局を使用したDGPSネ
ットワークの確立に向けてフィールド実験を行っている。将来は、バルト海全域
をカバーする6つのDGPS局からなるネットワークに発展させる構想である。’
 中でも、スウェーデンは、バルト海だけでなく取り巻くすべての海域と、いく
つかの大きな湖をカバーするネットワークを計画中である。〔23》。また、欧州で
は、欧州北西部と地中海をカバーする50のDGPS局からなるネットワークが開設さ
れる計画である（24》。この計画に基づく浄域を図2－4に示す。また、DGPSシステム
の構成を図2－5に示す。
 現在、DGPSに関して米国北東沿岸、フィンランドのヘルシンキ、スウェーデン
のストックホルムの3つのDGPS局で試験運用が行われている。 DGPSの運用は、 SPS
業務におけるSAの影響を受けないシステムとして、船舶の航行の安全に寄与する
だけでなく、浮標の設置や保全、測量・しゅんせつなど高精度が必要な分野での
応用に役立つものと考えられる。
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2－3－3 GPS／GLONASSの共同利用について《16｝ “9｝
  GLONASSは、 GPSとよく似たシステムであるので、航空機iの分野ではGLONASSと
GPSを1つのシステムに統合する研究がなされている。計画されているように24個
の衛星で運用されると、GPSによる3次元測位は100％可能である。しかし、1つの
衛星でも故障すると使用できなくなってしまうが、これを利用者に知らせる警報
がない。 衛星の故障を見出す方法は2種類あるが、GPSのみで行う方法は受信機i
自律インテグリティ監視（RAIM：Receiver Autonomous Integrity Monitoring）で
ある。故障の発見には5つ、故障衛星を特定するには、6つの衛星による測位が必
要となる。しかし、GPSのみでRAIMを行うのは不可能なため、 GLONASSとの統合の
研究がマサチューセッツ工科大学のリンカーン研究所などで行われている。GPSと
GLONASSの共同利用が航空機の分野で可能になれば、船舶、自動車等の2次元の移
動体への導入は容易であると考える。
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2一一4 位置センサとしての高精度測位システム
  高精度な位置が連続的に求められる測位システムが利用できれば、この測位
システムを位置センサとして利用した航法システムが考えられる。この航法シス
テムでは、従来のように測位された位置をプロットするだけでなく知的処理を加
え、船位や航跡の予測を行い、運航者の判断を支援するシステムであることが望
まれる。また、船舶には風・潮流などの船舶特有の外乱があるため、これらの影
響を加味した上で予測が行われなければならない。
 さらには、最近の船舶の大型化、船員の少人数化によって、運航者の判断支援
や操船の自動化が必要であると考えられるが、これに対応するために航海に必要
な情報を総合的に表示するシステム、自動制御の機能をもった無人の航法システ
ムが考えられる。
 著者らは、高精度航法システムの応用として、離着岸支援システムを考えた。
そして、船舶特有の外乱の影響のなく、制御が容易であると考えられる陸上で、
位置センサとして推測航法システム、判断にはパターン・フィッティング方式を
用いたシズテム検討し、試作した。これについては、第5章で述べる。
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第3章GPSの測位精度に影響を与える要素
3－1  測位誤差〔2，
  観測で得られる測定地点の座標値には誤差が含まれている。これが測位誤差
であるが、この誤白白として考えられるものには次のものがある（4，。
 （1）衛星の時計の誤差
 （2）軌道データの誤差
 （3）大気圏の影響
 （4）受信機の雑音や位置計算上の誤差
 （5）移動体が動いていることによる誤差
 （6）選択利用性による誤差
これらの誤差源とその見積り量をまとめたものを表3－1に示す｛25，。
誤差源 誤差の見積り量
衛星の時計
O道データ
I択利用性
10ft（ 3m）
Xf七（2．7m）
X0ft（27 m）
大気圏での遅延 33ft（10 m）
マルチパス
L傑鞘鮭び
10ft（3m）
R0ft（9．1m）
表3－1GPSの誤差源とその見積り量
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3－1－1 擬似距離に含まれる誤差
  位置の計算に使用されるデータは、衛星の位置と擬i似距離である。衛星から
観測地点までの電波の伝搬時間に光速度を乗じて擬似距離が得られるが、この距
離には次に挙げるような誤差原因が含まれている。
 （1）衛星に搭載されている時計のGPS時系からのずれによる誤差
 （2）観測地点で使用している時計のGPS時系からのずれによる誤差
 （3）電波が衛星かち観測地点に到達する間に受ける電離層や対流圏の影響など
 これらのうち、（1）の対しては監視局の観測結果をもとに、主管制局が衛星の時
計のずれを算出し、これを各衛星に送信する。そして、衛星は自己の時計のずれ
をデー一・タ・ブロックの情報の中に含めて再送信する。測定結果の電波伝搬時間に
このずれを加減することで消去できる。
 （2）の観測者の時計のずれの影響は位置計算の過程で消去することができる。
 （3）の電離層や対流圏の影響は、電波の速度が大気中で小さくなることに起因し
ている。速度低下の度合いは、電子数密度や水蒸気密度などの伝搬媒質の物理的
性質に依存する。GPSの最終精度を左右するのは、これらの伝搬媒質の影響であろ
うといわれている。
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3－1－2  GPSによる位置決定（2⊃（4）（26｝
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U
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利用j沸衛星
    頁i
図3－1利用者と衛星の位置関係
  図3－1は、衛星と利用者の位置関係を示したものであり、衛星と利用者の距離
の方程式は式（3．1）で表すことができる。
    Ru＝Ri 一一 Di ’”（3・ 1）
ここで、
    R、 ：地球の中心から利用者へのベクトル
    万i ：利用者からi番の衛星へのベクトル
    百i ：地球の中心からi番の衛星へのベクトル
    i ＝ 1・’一 n ；；） 4
である。
 互、を求めることにより、利用者の3次元の位置座標（R、1，K2， R、3）を決定す
る。Riについては、衛星の軌道データから知ることができる。また、 D，は擬似
距離に利用者と衛星の時計のずれを考慮に入れた値であり、スカラー量で処理す
る。ここで、利用者から衛星への単位ベクトルetを定義し、 ’ei・D，＝D，
であるとすると、式（3．1）は、次のようになる。
    ei・Ru＝eドRi－D，              …  （3．2）
 擬似距離をtOi、利用者と衛星の時計のずれを距離に換算したものをそれぞれ、
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B。、Biとすると、
    Di＝pi－BumBi ’”（3・3）
これを（3．2）式に代入する’と、（3．4）式を得る。
    ei・R．一B．＝ei・Ri－p；十Bi …  （3．4）
（3．4）式は、距離の方程式であり、これは利用者の位置座標の3つの未知数と、時
計のずれの合計4つの未知数を含んでいる。次に示すような行列の定義を用いて、
解を得ることができる。
    Xu（A×”．A 1 Rul， Ru2， Ru3， 一Bu l T
また、
         r，1 l O r，O O
         r，1 l oo r， o
 Gu（nXn） ．Aw 1 ’ 1 Au（nX4n） ．A．．一一 1 ’ ’ ’ ’
         一       1 l        e       一 一       一
         一       t 1        一       一 “     一
         r， 1 l O O O …   r，’
ただし、
    ri－z（＞s （e”， ei2， ei3， 1）
    O 一A． （O， O， O， O）
ここで、eiiは単位ベクトルeiの3つの方向成分であり、利用者から衛星への方
向余弦である。
    S｛4n ×i）一A 1 Rii， Rt2， Rt3， Bi， R2i， R22， R23， B2 ’ ’ ’
                    ’ ’ ’ Rnl， Rn2， Rn3， Bn lT
    tO （n ×” 一A 1 tO 1， tO 2， tO 3， ’ ’ ’ tO n 1’ ’
（3．4）式の連立方程式を表す行列式を用いると求める解を簡単に表すことができる。
    G．X．＝ A． S’p ’”（3．5）
また、4つ以上の衛星が天空にあるとき最小自乗法を用いて計算を行うが、このと
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き重み付け係数として、両辺にGτを左からかけると、
    Gu’Gu Xu＝Gu’ ［Au S’P］
となり、これから次式を得る。
    Xu ” ［GuT Gu］ ’‘ Gu’ ［Au S”一一P］ ・ ・ ・ （3． 6）
この式を解くことによって、解X、を求めることができる。ここで、A。、 G、の
eiiは初期に設定した利用者の位置からの方向余弦である。したがって、（3， 6）
式の解を得るためには、この推定位置から繰り返し計算を行わなければならない
が反復計算：によって収束させる。
3－1－3 GDOPについてd｝t（2⊃・‘3｝
  X、の推定値における誤差、δX、の共分散行列は、（3．7）式によって与えられ
る。
    COV 6 Xu ＝ （ Gv’ Gu ） 一‘ Gu’ Cov 6 ［Au ’S；一一 一iEJ’］
                 ［ （Gu’ Gu） ’‘ Gu’］’ ’ ’ ’ （3・ 7）
 利用者の位置と時間に置ける誤差（δX。）の標準偏差は、Covδ［A、冨一1δ］
で表される計測誤差の統計量が分かれば、式（3．7）によって得ることができる。
GDOPは・Covδ［A。 S 一一ρ］が、単位行列に等しいものとして計算される。この
仮定は、各衛星のデータ単位で誤差があり、それらが互いに独立で無相関あるこ
とを意味する。そこで、式（3．7）の右辺を書き改めると、式（3．8）のように表せる。
    COV6 Xu＝ （Gu’ Gu） 一i ’” （3・ 8）
ここで、G。の成分の大部分が、利用者から衛星への方向余弦であることから、衛
星の空間配置によって変化する。このとき、
真＿＿32，＿＿
                  X Y Z Time
            X1 Oxx axv Uxz dxt
 （G．TG．）一i＝ Y l av， a．， a．z out
            Zl ozx azu ozz azt
           Time 1 ot． at． ot， att
GDOPは、右辺の重み係数行列のトレース（対角要素の和）の平方根として定義さ
れる。
   GDOP ＝ VTrace（G：Gq． ）””
      ＝σxx＋σ翌ザトσ。。＋σtt
また、GDOPを分割して空間座標に関する部分と時計に関する部分とに分けて、
   PDOP ＝ Va．． ＋ uyy ＋ a．，
   TDOP ＝ att
採用している座標系が観測点を原点とする平面座標である場合、PDOPをさらに分
割して、
   HDOP ＝ Va．． ＋ ayy
   VDOP ＝ azz
GDOP、（PDOP、あるいはHDOP）は測位に使用する衛星を選択する基準となるため、
どの受信機も内部に演算プログラムをもっていて、GDOPを計算しながら測定を行
うようになっている。衛星の軌道配置、および軌道内での各衛星の配置には十分
な配慮が必要である。
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3－1－4 移動中における受信機の誤差
  船舶、航空機などの移動体が動いていることは、擬似距離の測定に誤差を与
えるものである。動いていることによる誤差は高速かつ、低高度を飛行する航空
機で大きい。この誤差を減少させるために、カルマン・フィルタによる最適化処
理によって補正する特別な受信機を設計することが必要である。
 受信した信号、測定された位置から推測される誤差は、名目上は、移動体が動
いていることにあるとしている。しかし、実際には全体の誤差因に対して何の配
慮も行っていないのが現状である（4㌔
 著者らは、移動体におけるGPSの測位精度の評価のための実験を陸上で行った。
この実験結果と評価については、後の章で述べる。
3－2  信号対雑音比〔2》
  雑音の電力の総和と人工衛星からの電波の受信電力との比が、信号対雑音比
（Signal to Noise Ratio、以下SN比と呼ぶ）であり、信号が強く、 SN比が大きく
なければ、良好な受信はできない。
3－2－1 GPS信号の強さ
  受信点からの距離（地上からの距離のときはスラントレンジ、slant range
という）がρである人工衛星からの電波の電力束密度は入工衛星から全空間に均
一に電波が輻射されるとすると、次の式で表される。
         Po              （W・m－2）                 …    （3．9）F＝        4n p2
u．EL＞“一一一．3－4u一一一．一m
ただし、
F
Po
‘（’
受信点での電力束密度 （W・m－2）
人工衛星の送信電力  （W）
受信点から人工衛星までの距離 （m）
 また、アンテナによって受け取った人工衛星の電波が受信機の入力端子のとこ
ろに入ってくるときの電力は、ケーブルなどによる損失がないものと仮定すると、
（3．10）式のように書ける。
Pr ＝＝F’Ae ・ ・ ・ （3． 10）
ここで、
P， 受信電力 （W）
A。 アンテナの有効面積 （mり
 さらに、アンテナ利得（antenna gain）とアンテナの有効面積には、
に示す関係がある。
（3．11）式
Ae ＝＝ A2 ’ ga4n （M 2） ・ ・ ・ （3． 11）
ここで、
λ  使用波長 （m）
g， アンテナの絶対利得 （無名数）
 したがって、受信機iに入ってくる信号の電力P，は、（3．12）式のように書き表す
こともできる。
Pr ＝ Po ’g， ’A2（ 4n ）2 ・ p2 ・ ・ ・ （3． 12）
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 ここで、衛星からの信号の強さについて簡単な計算を行ってみる。
衛星の送信機iの出力を10（W）、地球の半径を約6，400（km）とすると、受信点から衛
星までの距離は13，800（km）である。受信点での電力束密度Fは（3．9）式より得られ
次のような値を得る。
        10
F＝    4×3． 14×（1． 38×107 ）2
＝ 4． 18×10－i5 （W・m－2）
 また、アンテナの有効面積がたとえば0．06（m2）とすると、受信機に入る信号の
強さP，は（3．10）式より、
P，＝ 4． 18×10一 i5 × O． 06
 ＝ 2．5×10一重6  （W）
 ＝ 一126 （dBm）
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3－2－2 雑音について｛2）
  GPSの受信装置の雑音源は主に次のものである。
   ・ 宇宙電波雑音
   ・ 地球大気の熱雑音
   ・ アンテナおよび伝送線の熱雑音
   ・ 受信機の内部雑音
（1）宇宙電波雑音
  宇宙電波雑音は、銀河系からのものが大部分で天空の方向によって強いとこ
ろ、弱いところがある。発生の機構は単純な熱運動によるものではない。
（2）地球大：気の熱雑音
  地球大気において、電波雑音に関係するのは対流圏である。対流圏の温度は
約300。Kであり、電波、特に波長の短いマイクロ波（波長3 cm以下）では吸収体と
して働く。吸収性のある媒質を電波が通り抜ける時、媒質が熱をもつことに起因
している。しかし、GPSの受信装置ではこの影響は小さい。
（3）アンテナおよび伝送線の熱雑音
  アンテナ自体とアンテナからの信号を受信機に接続する伝送線からも熱雑音
の発生がある。その発生の原因は、両者の間で少し異なる。
 アンテナの熱雑音は、主にサイドローブが大地に当たることによって生ずる。
また、伝送線の熱雑音の発生機構は、地球大気の電波吸収による熱雑音の発生と
全く同じである。つまり、伝送線の電波信号の減衰、損失による熱雑音であり、
周波数の平方根に比例し、また細い伝送線ほど減衰は大きい。
（4）受信機（増幅器）内部の雑音
  受信機の初段の方の高周波増幅器から雑音が発生する。発生の原因は、主に
トランジスタ内部での電子の流れの揺らぎにあるが、雑音の大きさを温度で表す。
GPS受信機の雑音温度は、受信機の周波数、増幅器の構造、使用する半導体の性能
などによって大幅に異なるが、一般に周波数が高いほど雑音は大きくなる。
（5）システム雑音
  先に述べたように、各種の雑音が関与している。これらを合わせたものをシ
ステム雑音温度といい、受信系で雑音の減少をはかるためには上記の雑音源を全
て小さくしなければならない。
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3－2－3 雑音電力
  受信装置のシステムの雑音温度をT，とするとこれによる雑音電力は、
    Pn ＝ K’ Ts’B ’”（3・ 13）
ただし、
    P，：受信装置システムとしての全雑音電力 （W）
    K ：ボルツマン定数 （1．38×10’23J・K－1）
    B ：受信機周波数帯域幅  （Hz）
 この雑音電力と式（3．12）によるGPS衛星の信号電力を比べたものが、受信機入力
端におけるSN比である。式（3．13）から、雑音電力は周波数帯域幅Bに比例してい
ることがわかる。良好な受信状態を得るため、SN比を上げるには周波数帯域幅B
を絞れば良いことは自明だが、信号の帯域の関係によつで性能から決まる数値が’
ある。たとえば、Pコードを受信する場合の帯域幅は20MHzであるが、 C／Aコードの
みの受信するときには帯域幅は1／10でよい。Bの値はほぼ決まった値となるため、
雑音電力を小さくするためには、雑音温度T，を下げなければならない。この方法
として考えられるのは、太いケーブルの使用、アンテナのフロントエンドを改良、
増幅器のトランジスタの改良などである。
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3－3 選択利用性（SA）
3－3－1 SAの形態
  先に述べたように、SAとは人為的に精度の劣化を行うことであり、ブロック
1の衛星にはこの機能がないが、ブロックIIではこの操作が可能であり、その
操作の方法は主に次の2種類である。
（1）衛星からの放送メッセージの中の軌道デー・・タに故意に誤差を導入する方法
（2）衛星のクロック信号を速くしたり、遅くしたり揺らすことにより、測定擬似
  距離に誤差を与える方法
図3－2にSAがないときの擬似距離の誤差を示す（27，。このデータは、受信機の雑音
等の影響を取り除くため、ローパス・フィルタを通している。これには、細かい
振動は見られるが、バイアス誤差や周期性のある誤差は見られない。
 また、SAの操作方法（1）および（2）の例を図3－3と図3－4、図3－5にそれぞれ示す。
図3－3に示すように「軌道型」のSAの場合、6時間以上の周期性があると考えられ
る。たとえば、図中のPRN14においては、100 m程度のバイアス誤差として表れて
いる。図3－4および図3－5に示すような「時計型」のSAでは、10分間に数十mの振
動があり、2時間程度で100m以上もの誤差となっている。・…“般に、 「軌道型」の
SAの方が誤差が小さく、 Tolmanらの観測ではRMSで55 m、これに対して「時計型」
はRMSで130 mである〔28｝。
 さらに、 「時計型」のSAには図3－6－a、3－6－b、3一一6・一。、3－6－dに示すようにさま
ざまな形態がある。SAによる誤差は、 DGPSを利用すると補正が可能である。特に
大きな誤差となって現れる「時計型」のSAでは、有効に補正を行うことができる。
（注） 図3－2～図3－6の横軸には統一性がないが、これは一週間を時間で表して
いるため、168時間で更新され0となる。
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3－3－2 SAの影響についての観測
  米国の国防省はSAを実施すると発表していた。実際に、1991年7月1日以降、
このSAがかけられその精度の劣化を著者らも観測した。その結果の一例を図3－7と
図3－8に示す。
SAがかけられる以前の観測は、1991年4月11から16日にわたって行われ、その観
測時間は、合計6時間程度である。この時の観測結果を図3－7に示すが、このデー
タの出力は緯度、経度ともに1／100分で行っていたため、測定した位置は図3－8よ
りも測定間隔が荒い。この観測の間、衛星は次々と切り替わっており、また測位
モードの次元も変化し、PDOPは2．3～7．0の問で変動していた。
 SAがかけられてからの観測は1991年7月9日に行われ、その観測時間は約4時間で
あった。観測結果を図3－8に示す。この間の測位モードは、観測の開始時には2次
元であったものが、その後3次元へと移行しており、PDOPは2．2～7，0の間で変動し
ている。このデータの出力は図3－7とは異なり、緯度、経度ともに度の位以下を小
数9桁で表しているので細かく表示されている。右上に大きなずれが見られるが、
これは主に後半の3次元で測位していたときに起こったものである。3次元測位で
は、垂直面の測位誤差が大きいため、このようなずれが現れたとも考えられる。
しかし、図3－7でも同様に2次元から3次元に測位モードが変化したが大きなずれ
がみられない。このことから、図3－8にはSAによる影響もあると考えられる。
 また、1991年末頃より測位精度はさらに悪化しているといわれている。米国で
はGPSの完全運用に向けて、 SAに関するものも含め、さまざまな実験が行われてい
るという報告がある。著者らも、SAによる精度劣化の影響が大きくなっているこ
とを観測した。その一例を図3－9に示す。この観測は、1992年1月23日に行われ、
その観測時間は1時間程度であった。測位モードは2次元、3次元と変動しており、
測位に使用された衛星はSAの機能をもたないブロック1とSAの操作が可能なブロッ
クIIの衛星の両方が含まれていた。2次元測位の際、 HDOPは2．3～3．8、3次元測位
の際、PDOPは3．6～5．1であった。しかし、測位に使用された衛星のうち、2つの衛
星のSN比が小さく、また衛星の仰角が低かった。データの出力は、図3－8と同じで
緯度、経度とも度の位以下を小数9桁で表している。この観測結果では、半径300
m以内にすべての観測点が得られており、このことはFRPに記されている政策に準
じているものと考えられる。1月の観測では、観測時間が短いことから綜の’嘘
一一ELxr」一uLL一一L．Lu一一n
に限る結果であるとも考えられるが、7月の観測時に比べ約4倍も精度が悪化して
いる。
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図3－7 固定点におけるGPSによる測位結果
   （SAがかけられる前・1991年4月）
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図3－8 固定点におけるGPSによる測位結果
   （SAがかけられた後・1991年7月）
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図3－9 固定点におけるGPSによる測位結果
   （SAがかけられた後・1992年1月）
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第4章 移動中における
        GPSによる測位精度の評価
  GPSを離着岸操船支援システムに利用するためには、静止中の観測ではなく移
動中における精度の評価こそ必要である。ここでは、著者らが行ったSAがかけ
られた時期以降の主に移動中のGPSによる測位精度の検証と評価について述べる。
4－1 移動中におけるGPSの測位精度の評価の必要性
  従来、航法システムの精度は固定地点における観測での測位精度の評価を報
告しているものが多い。しかし、船舶、航空機、自動車等の移動体においては、
動いている時の精度こそ重要である。特にシーケンシャル型の受信機では衛星を
順次切り換えて受信し、その間は受信機内部で計算される推測位置で補間してい
る。つまり、この推測位置が悪い場合には良い測位結果は得られない。
 速度変化の大きい移動体における測位を考慮して、GPS受信機には測定モードと
して速度が、
（1） 航空機、600ノット程度
（2） 自動車、100ノットまで
（3）船舶、 50ノットまで
のように推測位置を求める際の平滑化フィルタの定数や、推測位置の変化の限界
を選択できるものもある。しかし、これらは推測位置を正しく求めようとするた
めに基本的なことである。つまり、マルチチャンネル型であっても擬似距離を測
定した時刻が同時でなければ、推測位置の推定上の誤差は免れない。各衛星まで
の擬似距離の測定時刻における推測位置の正確な測定が基本である。
 また、移動体での測位結果の評価には、測位時刻を整合した上での位置対位置
の比較が要求される‘21）が、その検証は困難である。その困難な理由として、比
較が可能な高精度なシステムが少ないこと、測定時刻の同期が難しいこと、さら
に海上ではドリフトなどにより、時々刻々と位置が変化していることが挙げられ
る。しかし、陸上で実験を行うことができれば、潮流や風等の船舶特有の外乱の
影響がなく、実験に際しての再現性も得やすい利点がある。著者らは本学の研究
用レーダ車にGPS受信機を搭載し、移動中のGPSの測位精度の評価実験を行った。
真一一＿4ワ＿＿
4－2  評価実験に使用したシステム
4－2－1 観測に使用したGPS受信機i
  観測に使用したGPS受信機iの仕様を表4－1に示す。受信用のアンテナを研究用
レーダ車の屋根に取り付けた。実験中に受信する衛星の組合せが切り替わるとそ
の都度位置が大幅にずれることがある。そこで、あらかじめ使用する衛星を設定
した実験・観測を行った。簡単なSGPS（受信機i 1台での単独測位）による測位で
行った。
形式名称
受信方式
更新時間
捕捉時間
測位精度
速度精度
AT一一70002チャンネル多重
1秒
4分未満
15而RMS
（PDOP・S 3）
O．1 k一’t
（PDOPS3）
表4－1観測にしたGPS受信機の仕様
4－2－2 自動車の推測航法
  推測航法システムはよく知られた方法であるが、簡単に位置が得られるとい
う点で・最近では自動車用としても湖隔てV・る．自韓での推測航法は輌
の進行方位と走行距離をそれぞ妨｛立センサ、距離センサから求め一定時間走行
毎に走行距離のx－y成分を前の看直に累積加算していくものが主流である．瀦ら
はGPSの測位結果砒干する基準値を得るために、実験用に精度の高レ・推測航法シ
ステムを試作した。このシステムでは、方位センサとしてディレクショナル．ジ
ャイロ・距離センサにはプ・聞軸にセットした・一タリーエンコーダ（オド
メータ）を用いた・それぞれの魏を表4－2に示す．ヒの方式では各センサの誤差
も累積されてしまうため・走行距離力・長いほど誤差が大きくなる欠点をもつ．ま
た・高速になると熱によってタイヤが月二二したり、遠心力によってタイヤカ・変形
し距離誤差が大きくなることがある．このような問題はオドメータを使用したシ
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ステムでは共通のものであるので、観測毎に初期位置を設定し、誤差の累積をな
くすように特に留意した。また随時オドメータの補正係数の設定と校正を行うよ
うにした。この推測航法システムは走行距離2000mに対して累積誤差0．2％い
う実績がある（13》。この実績をもとに、試作した推測航法システムの位置データ
を移動中におけるGPSの相対測位精度の評価基準とした。
方位測定デバイス
距離測定デバイス
基準時計
演算回路
ジャイロコンパス
SKR－80 型
Notiway， Ro，bertson Co．
ローダリーエンコーダ型
オドメータ（試作品）一
高周波安定ク回ック
マイク回秒まで選択・計測可能
パーソナルコンピュータ
表4－2推測航法システムの構成
4－2－3  基準時計
  船舶は自動車や航空機に比べて速力が遅いため、船乗りの間では「一秒」と
いう時間は十分に短く、計測する際の最小単位と考えられていた6しかし、陸上
でのGPSでの測位実験を重3aていくうちに慎重でしかも精密な時刻同期が必要なこ
とがわかった。ここでは、両システムによる測位の時刻を同期させるため、基準
時計としてマイクロ秒まで計測可能な高精度ディジタル時計を使用し、整合させ
て比較した。また、測定時刻の差は内挿法で測定位置の補正を行った。時計の性
能についてまとめたものを表4－3に示す。
夏一一．一一一4宝
計測表示単位 1マイクロ秒から1秒
ﾘり替えスイッチ付き
計測表示桁数 10桁
周波数安定度 1×10－8
Iメガ受信機の安定度
周波数
@エージング
1×10－9／日
Q×1ぴ9／年
インタフェース     しXト二一ブ機能付き
sTL出力、 BCD形式
表4－3 基準時計の性能
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4－3 測位精度の評価の方法
  実験に使用した計測システムのブロック図を図4－1に示す。ジャイロとオドメ
ータの信号をディジタル信号としてGPSの信号と同時に取り込み、パーソナル・コ
ンピュータのメモリに一時記憶させた。そして、測定完了後、データをフロッピ
ーディスクに記録した。今回の評価実験では走行の開始前に約1分30秒間、静止し
て測位を行った。この静止中の測位位置の算術平均値を相対的な移動開始位置と
した。また、静止中にジャイロのドリフトの状況を観測した。移動中の誤差の評
価については、推測航法による位置を基準としてGPSで得られた位置のずれを測位
誤差とみなした。また解析評価には、判断が容易なCEP方式を採用した。この評価
方式は測位された位置について、その誤差の50％が円の中、残りが外となる表示
方法である。実験は、SAがかけられた7月以降、複数回の実験を2種類の衛星の組
合せで行った。実験を行った場所は衛星の信号を遮るような高い建物はほとんど
なくGPSによる測位を行うには好条件であった。実験を行った道路を図4－2に示す。
それぞれの衛星配置、SN比などの条件をその都度示す。ただし、 SN比については、
電力比ではなくマニュアルにある指標で表す。
測位
方位
GPS
ジャイロ
基準時計
RS232C
オドメータ「
ヘ
マ”｛t
黛rへ
1 K’；
＼1黛
Fセ
へ
パーソナル
コンビュー・一タ
フロツピー
 ディスク
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図4－1計測システムのブロック図
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図4一一2 移動実験を行った道路
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4－4  実験の内容および結果
4－4－1  実験結果一その1一（1991年9月14日午後1時）
  GPSによる測位精度の評価に際して、固定点での観測と移動中での測位結果
の比較のため、まず研究用レーダ車を静止させ、移動中の観測に要する時間とほ
ぼ同じ時間の静止観測を行った。実験時の衛星配置は図4－3に示す通りであり、
HDOPは2．4、 SN比の指標は3つの衛星とも10以上あり、仰角はいずれも30度以上
あった。静止中の観測ではCEPは、3．Omである。測位結果を図4－4に示す。固定点
での観測の後、移動しながら数回にわたる測位実験を行った。それぞれの移動開
始直前に行った観測の算術平均値を移動開始位置とした。移動中にオドメータに
よって計測された、レーダ車の速度を図4－5に示す。この図は移動実験の間、レー
ダ車の速度は一定ではなく、停止から時速約50km／hまで変化していたことを表し
ている。また、この時両方のシステムによって得られた航跡を図4－6に示す。推測
航法によって得られた位置を実線、GPSによる位置をドットで示している。しかし、
このような航跡の比較では進行方向前後の誤差の比較は難しい。これを、2次元
的なばらつきが示せるCEP方式で表した結果を図4－7に示す。この観測での位置の
誤差はCEPで4．1mとなった。
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図4－3 実験時の衛星配置一その1
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4－4－2  実験結果一その2一（1991年9月14日午後3時）
  衛星を切り替えて一その1一とは異なる衛星の組合せで同様の実験を行った。
衛星配置を図4－8に示す。実験時のHDOPは2．7であり、 SN比の指標はいずれの衛星
も10以上であったが、14番衛星はやや低い位置にあり、実験観測中に仰角は下が
っていった。この衛星配置での固定点におけるGPSによる測位観測の結果を図4－9
に示す。位置誤差をCEPで表すと3．Omとなった。この固定点での観測の後、移動
しながら測位実験を行った。オドメータにより計測されたレーダ車の速度を図4－
10に示す。レー・ダ車の速度は時速約50km／hまで変化していた。走行中の航跡を
図4－11に示す。また、CEP方式で表したGPSによる測位誤差を図4－12に示す。この
時、CEPは5，7mとなった。
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4－5 結果についての考察
  これまでの報告では、移動体が動いているときのGPSの測位精度の評価例があ
まりなかった。ここでは、一精度の高い推測航法の位置を基準値としてGPSの測位結
果を比較し、移動中における相対測位精度の評価を試みた結果を述べた。
 様々な条件のもとでの他の同様の実験結果とあわせた結果、次に述べる知見を
得た。
（1）短時間、約5分以内においては、SAがかけられた後でも、衛星の仰角やSN比
  が大きく、HDOPが小さな値を示すような良好な条件のもとでは、測位精度は
  10m以内である。
（2）仰角の低い衛星を捕らえた場合は、HDOPは小さくてもSN比が小さくなり、そ
  の影響で誤差が大きくなる。この時、測位位置は特定の方向にずれる。移動
  中においても測位精度は衛星の軌道の影響を受ける。
（3）観測結果に基づいた移動中の測位誤差は、静止中の観測結果と比べると約2
  倍程度に増大する。
 移動中の測位に含まれる誤差の原因として、次のものが考えられる。
（1）基準とした推測システムの測位誤差
（2）基準時計の誤差
（3）シーケンシャル型の受信機では、衛星を順次切り替えて受信し、その間は受
  信機内部で計算される推測位置で補間を行っている。このために生ずる、受
  信機の誤差
 このため、移動体での隔時観測による測位には、正確な推測位置を利用して位
置計算を行うことが必要である。
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4－6 高精度航法システムの応用
 高精度航法システムの応用として、離着岸操船システムが考えられる。特に、
着岸時について、現存の測位システムを使用して着岸状態への最終アプローチを
岸壁との平行距離5m、速度を0ノットと考える場合、測位システムの精度は、
1m 以内であることが望ましい。この1mという値は、高精度の1つの基準で
あると考える。
 航空機の分野では、FRPにおいて滑走路への接近段階でその要求精度が定義され
ている。その中のPrecision Approachの滑走路での精度、カテゴリーIIIで要
求される垂直方向の精度は±0．6m、滑走路に入る前2．5km（カテゴリーII）で
は±1．7mとされている。海上についてもこれに準ずるものとし、着岸段階を航
空機における滑走路に入る手前と考えるならば、1mの精度が基準と考えられる。
また、着岸段階の船舶において、5～10mの距離がある状態で人間が目視で推定
できる距離の精度は約1m単位であろう。したがって、精度1mが得られる測
位システムが利用できれば、離着岸操船支援システムが可能であると考える。
 しかし、観測・評価結果から、単一受信機によるSGPSの相対精度はCEPで約
6mとなった。目標とする離着岸操船支援システムでは一桁高い精度が必要と考
えるので不十分である。従って、より高精度が保証される他の方法、たとえば、
ディファレンシャルGPS（DGPS）、マイクロ波を利用した距離測定装置（DME）、推測
航法などの利用を考える必要があろう。
 初期段階での離着岸操船支援システムとして、船舶が取るべき点角と速度を支
援モニタに示すものを考えた。これについて、次章で述べる。
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4－7 着岸時への検討
  観測・実験を通じて、SGPSで得られた測位精度はCEPで約6mであり、 FRPの近
似式を用いると2σ（95％）で2．5×6ニ15（m）となる。検討中の着岸操船支援システム
では、最終段階には、陸上から綱とりの支援などを受けるものとし、自動誘導に
おける着岸状態を岸壁と平行5m、速力0ノットと考える。船舶を安全に着岸させる
ためには、位置センサとして利用される測位システムの条件としてこの5mの距
離を判断できる精度をもつものでなければならない。
 しかし、GPSを利用して着岸操船支援システムを検討するならば、精度を向上さ
せるためにディファレンシャル・モードでの使用が必要となる。DGPSでこの支援
システムが精度の点で解決できた場合でも岸壁までの絶対的な距離が必要なので、
相対座標系から絶対座標系への移行あるいは、逐次校正が必要となる。
 この問題の解決策として、着岸操船時に岸壁までの距離が所定値となった時点
で、絶対座標系における測位が必要となる。
 将来の港湾システムの検討の際には、港内あるいは接続水路のための支援二設備
として、
  （1）各種の情報を自動的に通信できるデータ通信システム
  （2）船舶の位置を自動的に監視するための識別監視システム
  （3）上記二つのシステムを併用した正確な位置を陸上から通報するシステム
 このようなシステムを用いて毎正分に船舶の位置を陸上側で測定し時刻ととも
に知らせ、船舶側の測定位置を正確に補正する方式が採用できれば、陸上側の支
援負担を余り増大させずに着岸ができると考えている。
 この方法は、DGPSとも似通った方式であるが、位置測定システムが全く独立し
た方式となるので、システムの信頼性は明確に向上する。
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第5章 離着岸操船支援：システム
  これまで運動モデルを使用した自動離着岸システムの報告があったが｛29）、
この方法は、対象船舶の正確な運動モデルを必要としている。しかし、パイロッ
トは、どんな船でもあたかも乗り慣れた船のように操船してしまう（3e）。パイロ
ットは熟練に基づく操船のパターンをもっていて、そのパターンをもとに操船し
ていると考える。そこで、高精度航法システムの応用例として、パイロットの操
船方法を模擬したパターン・フィッティングを利用する離着岸操船支援システム
について検討を行った。
5－1 パターン・フィッティング
5－1－1 パイロットの操船とパターン・フィッティング
  パターン・フィッティングとは、模範パターンと位置センサによって得られ
る高精度な位置とを比較し、判断を行いながら操船を行う方法である。この模範
パターンは、パイロットが経験によって得る操船方法であると考える。つまり、
パターン・フィッティングを利用する離着岸操船支援システムでは、パイロット
が経験的にもっている高精度な位置・速度の判断力が基本となっている。そのた
め、パターン・フィッティングは、高精度な位置センサの存在によって初めて可
能となると考える。
 たとえば、着岸操船を行う場合、経験豊富なパイロットの着岸操船方法は次に
示すようなものであると考える。
（1）
（2）
（3）
（4）
（5）
どのように着けるのか着岸計画を立て、操船方法を考える。
自船と目的とする岸壁との距離を「cm」や「m」の単位で測定するのでは
ないが、精度よく判断している。 「まだ長い」 「短すぎる」などのよう
な、ある基準があって、その基準と比較しているものと考える。
着岸時の低い速度においても、 「速すぎる」「流されている」というよ
うな状態を把握することができる。
着岸操船の全体の流れを把握しているものと考えられる。
船舶の操縦性能や、応答時間などを着岸操船の初期の段階で把握するこ
とができるため、自船の次の動きを精度良く予測することができるもの
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   と考えられる。
（6） 予測と自船の実際の動きに大きな差があれば、直ちに計画を変更し操船
   する。
 著者らは、パターン・フィッティングによる操船方法を確立するため、陸上で
車両を利用したシステムの検討を行った。その理由として、次のことが挙げられ
る。
 （1）車両を利用したシステムでは船舶特有の外乱（潮流、風など）の影響がな
   いため初期的で純粋なパターンが得られるものと考える。
 （2）制御が簡単であり、非常時の損失も少ない。
 （3）パターン・フィッティングを利用した方法を確立するためには、初期の段
   階では繰り返し実験を行うことが必要である。
 （4）船舶（汐路丸）が利用できる時間には制限があり、実験を繰り返し行うこ
   とが難1しい。
 （5）車両を利用すれば少人数で実験が可能であり、繰り返し行うことができる。
そこで、著者らは車両を利用し、パターンの収集・蓄積と解析を行った。
5－1－2  パターンの分類
  パイロットが経験的にもつパターンとは操船のパターンであり、次のように
分類される。
航跡パターン 旋回、8の字、蛇行など
操船のパターン
機関の操作パターン 増速、減速、前進、後進
竡~距離、停止惰力
操舵イ｛ターン 速度との関連を含めて、
E舵10度、左舵一杯など
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 また、パターンには学習によって得られるパターンと蓄積されたデータをもと
に、修正を加えて作成するパターンとがある。操船のパターンを特徴づける要素
として次のものが考えられる。
（1） 船位
（2） 船首方位
（3） 舵角
（4）  日寺亥ll
（5） 船速
（6） 旋回角速度
（7）  操舟宕速度
（8） 機i関の状態
 パターン・フィッティングを利用する方法では、それらの要素がそれぞれ個別
に動作するのではなく、相互に関連し合い、1つの操作を構成するものと考える。
5－1－3 パターンの収集・蓄積
  パイロットが操船の計画を立てる際には、パターンを基にいくつかの案を出
し、その中で最適なパターンを選択しているものと考える。計画した航跡を描く
パターンが得られない場合には、近似パターンでの代用、修正を加えたパターン
の使用、あるいは新しいパターンの作成が必要となる。既存のパターンをもとに
し、計算によって最適パターンを作成するためには、いくつかの異なる操船パタ
ーンの収集・蓄積が必要である。著者は、離着岸操船支援システムの位置センサ
として当初はGPSの利用を考えていたが、次に挙げる理由からパターンの収集には
推測航法を利用した。
 （1）GPSでは測位精度が不十分であり、 SAによる精度の劣化が考えられる。
 （2）実験に使用したGPSの測位間隔は1秒であった。車両を使用したシステム
   には粗すぎる。
 （3）衛星の信号は、建物によってさえぎられて欠測のおそれがある。
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 （4）実験に使用した推測航法システムは累積誤差で0．2％と、短距離の走行で
    は精度がよい。たとえば1，700mの走行では、3．4mであった。
 （5）実験に使用した推測航法システムでは、1秒間に7回の測位が可能である。
 パターンの収集・蓄積は、図5－1に示した駐車場で研究用レーダ車を使用して行
い、後日、解析を行った。パターンの収集・蓄積に使用したシステムのブロック
図を図5－2に示す。また、パターンの収集方法は、次の通りである。
①初期位置に戻ることができるように、あらかじめ初期位置に印をつけた。また、
 所定の位置への進入の際には重視線を設け、なるべく正確に進入できるように
 実験した。
②開始と終了位置を設定し、その間を被験者に一舟舶勺な運転パターンで任意に操
 縦してもらう。
③従って、途中経路の各位置での比較1まできない。
④経路は、運転パターンの一例としてデータとして使用できる。
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 図5－1に示す駐車場を利用して収集・蓄積した航跡パターンの種類と回数は次の
通りである。
航跡パターン 回数
右転、左転 各5回
旋回パターン 左右各2回
8の字パターン 右旋回、左旋回、各1回
ジグザグパターン 7回
変形パターン 4回
このとき得られた航跡パターンの例を図5－3に示す。
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この収集・蓄積されたパターンには、それぞれ次の情報が含まれている。
（1）
（2）
（3）
（4）
（5）
測位を行った時刻
推測航法による位置
ジャイロコンパスによる方位
オドメータのカウンタの指示学
取っているハンドル角
ハンドル角は電圧で求めた。ハンドルの回転角度と電圧の関係を図5－4に示す。
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5－1－4 航跡パターンの計測とその結果
  先に述べたように、パイロットは高精度に位置・速度を把握することができ
るため、操船が可能であると考える。この概念をもとに、収集した航跡パターン
を用いて、人間が操縦する場合の再現性についての評価・検証を行った。人間が
操縦する場合に生じる誤差として考えられるのが、位置誤差と方位誤差である。
それぞれについて次のように計測を行った。
 （1）パターンの収集・蓄積の際にあらかじめつけておいた初期位置を示す目
   印を利用し、所定位置に進入した時の位置のずれを計測した。
 （2）また、所定位置への進入時に重視線を使用したが、開始時の方位とのずれ
   を方位誤差として測定した。
 一方、推測航法による航跡パターンはジャイロの方位とオドメータから求めた
微小の位置変化を累積加算していくことによって得られる。計測した人的誤差と
計算によって得られた補正前の推測航法の位置のずれについて得られた結果を表
5－1に示す。ただし、符号の±については初期位置を基準として、それぞれ前方お
よび右方へのずれを＋とする。
 表5－1にある絶対位置の誤差、方位誤差の値は、位置誤差については最大でも
50cm、方位誤差では最大でも2度以下となっており、人間が行う場合の操縦の再現
性を示す値と考えられる。また、人間は経験によってさらに精度を上げることが
できるものと考える。このことから人間が行う場合と同じ程度の精度や再現性が
得られる方法、たとえば知的処理を加えた航法システムが利用できれば、自動走
行、自動航行も可能である。
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表5－1人的誤差および補正前の推測航法による誤差
データ 絶対位置の誤差（cm） 推測航法の誤差（cm）
前後 左右
方位誤差（deg）
X方向 Y方向
1 ＋50 0 ＋0．1 一11 一23
2 ＋15 0 一1．0 ＋12 一26
3 ＋ 6 一 2 ＋0．7 一18 一25
4 ＋1．5 0 一〇．4 ＋ 2 ＋ 3
5 ＋ 4 一 4 ＋0．4 ＋16 ＋17
6 一 7 ＋ 4 一1．8 一 3 一13
7 ＋10 ＋ 4 ＋0．5 ＋ 5 一 9
8 一 8 ＋ 1 一〇．1 一28 一12
9 ＋ 2 ＋ 2 一〇．1 一 5 一14
10 一 7 ＋ 3 一〇．6 一 6 一20
11 ＋12．5 ＋6．5 ＋0．3 一51 ＋33
12 一 7 一 3 ＋0．1 ＋14 一27
13 一 7 ＋ 4 一1．1 ＋25 ＋ 2
 また、推測航法システムの精度の評価・検証も試みた。しかし、計算によって
得られる推測航法による位置には人的誤差が含まれているため、推測航法の精度
を評価・検証には人的誤差の補正が必要である。これらの位置関係を示したもの
が図5－5である。
 図5－5に示すように走行の開始位置をPxe、 Pyeとし、停車時の絶対位置をAx、
AY、推測航法による停車位置をP×、 Pyとおく。走行を開始した絶対位置と推
測航法の開始位置を初期位置（Pxe，Pye）として同じ位置にとるとk図5－5におい
ては、人的誤差を含む全誤差量が△ET、そのうち△E，が人的誤差である。この
人的誤差の補正を行ったものが、真の推測航法による誤差△EDRであると考えら
れる。
 入的誤差の補正を行った上で推測航法による位置の精度の検証を行った。真の
推測航法による誤差△EDRの計算例を付録に示す。      、
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図5－5 絶対位置と推測航法による位置の関係
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 それぞれのパターンについて個々に解析をした結果を表5－2に示す。また、走行
距離と推測航法による位置誤差の関係を過去のデータとあわせて図5－6に示す。図
中の直線は、累積誤差0．13％を示すものである。各々のパターンの走行距離は90
～250mであり、このときの誤差は 0．02～0．54 mであった。全走行距離が短い
場合には、推測航法では1m未満の精度で位置が得られることが検証された。
表5－2走行距離と推測航法システムの精度．
デ汐
mo．
走行距離
@（m）
誤差
@（m）
方位誤差
@（deg．）
、1 90．6 0．35 ＋0．1
2 103．4 0．17 一：LO
3 91．7 0．26 ＋0．7
4 110．7 0．02 一〇．4
5 93．4 0．21 ＋0．4
6 10＆8 0．18 一1．8
7 93．4 0．04 ＋0．5
，8 201．2 0．32 一〇．1
9 199．8 α15 一〇．1
10 294．4 0．19 一〇．6
11 295．4 0．23 ＋0．1
12 245．8 0．54 ＋0．3
13 190．8 0．19 一1．1、
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図5－6 走行距離と位置誤差の関係
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5－2  パターン・フィッティングを利用した着岸操船支援システム
  先に述べたように走行距離が短い場合には、試作した車両用の推測航法シス
テムの精度は1m未満で得られ、また人間が行う操縦の再現性も検証できた。そ
こで、パターン・フィッティングによる方法を確立することを目標とし、着岸操
船支援システムの検討を繰り返し実験が容易な陸上で車両を用いて行った。
5－2－1 着岸操船支援システム
  パターン・フィッティングを利用した自動着岸操船システムの第一歩として、
判断は人間に任せた半自動の着岸操船支援システムを検討した。このシステムの
ブロック図を図5－7に示す。
モニタ
ハンドル信号 A／D変換器
ジャイロ
タイヤ オドメータ
ディジタノk
インターフェイス
Z
ビデオ信号
  粥
パーソナル
コンピュータ
t‘tロッピー
 ディスク
図5－7車両を利用した離着岸支援システムのブロック図
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 また、この着岸操船支援システムのアルゴリズムを図5－8に示す。パターン・フ
ィッティングを利用した着岸操船支援システムにおける操船の方法は、パイロッ
トの操船を模擬すると次のようになる。
 （1） 着岸する岸壁までの着岸計画を立てる。
    まず、岸壁と船首の方向を選択する。
 （2） この計画に基づき、既存のパターンを利用し最適ルートの決定を行う。
    蓄えたさまざまな航跡のパターンから、部分パターンを切り出し、以下
    の点を考慮に入れ、必要なところは操船のパターンの合成を行いパター
    ンを再構成する。最適ルートの作成で考慮に入れる点は、
      ・ 航跡のスムーズさ
      ・ 操舵の単純さ（切り出したパターン内）
      ・ 舵角の大きさ
      ・ 操舵のスピード
   などである。
（3）
（4）
（5）
（6）
パターンが決まると取るべき舵角・速度を支援モニタに表示する。
自動的にパターンと測位によって得られた位置とを比較しながら航進する
ことになる。
パターンの上を通るように位置を追跡する指示命令、あるいは別の最適な
パターンを選択し新しい位置を追跡するように指示する命令が出される。
この命令が支援モニタに表示されるので、操船者はこれを見ながら容易に
操船できる。
外乱のない場合、支援モニタに示される値を順次、遅延なく追跡していけ
ばパターンを再現できる。
 判断を入間に任せた操船支援システムの場合には、誤差の要因として次の点が
挙げられる。
    ①判断の遅れ、操作の遅れ
    ②舵の取り過ぎ、取り忘れ
    ③速度の出し過ぎなど
 （7）以上の原因により累積される誤差が一定の許容量を超えると、パターン・
   フィッティングを利用した着岸操船支援システムでは着岸計画を変更する。
rfi”，．一一Tr．“一7－k．一r．rr．
着岸の計画・白白
ルートの最適化
測位
．パターンとの比較
No          Yes判断
p続？
@ Yes
操船命令
操船の実行
No
着岸完了？
xes
データの蓄積
，図5－8パタこン・フィッティングを使用した
   着岸操船支援システムのアルゴリズム
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5－2－2 最適ルートの計算
  収集したパターンを利用して、最適ルートの計算を試みた。最適ルートの計
算にあたって考慮に入れた点は、先に述べた通りであり、その評価の基準を以下
に述べる。
（1） 航跡のスムーズさ
   直角に、急角度で曲がるのではなく、滑らかな円弧を描くような航跡が望
  ましい。また、舵をきり始めてから効き出すまでの時間が短く、追従がよい
  ことも要求される。しかし、このことは後に述べる（4）のハンドル操作のスピ
  ードとは相反する要素であるため、優先順位をつけることが必要である。た
  だし、このハンドル操作のスピードは、車両を利用したシステムでは重要で
  あると考えられるが、船舶の操舵スピードは操舵装置の性能によって決って
  しまうため問題とはならない。
（2） 操舵の単純さ
   図5－9は収集したパターンの一例であるが、縦軸に時間、横軸にハンドル
  角の大きさを表している。ハンドルのきり方のパターンはさまざまである。
  ここで考慮に入れた点は、ハンドルの角度が安定しているかどうかである。
  つまり、模範パターンとしてパターンを再構成する場合、少なくとも切り出
  した部分パターンに図5－10ような波をうつ大きな揺らぎがないこと、また、
  図5－11にあるような山をつくるような急なハンドルをとることがないことが
  必要である。
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図5－9収集したハンドル角のパターンの一例
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図5－10波のあるハンドル角のパターン
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図5－11 山のあるハンドル角のパターン
唱夏＿＿卿．一一一
（3） ハンドル角の大きさ
   今回行なったパターンの収集では、駐車場を利用したため90度ずつの変
  針がほとんどであった。同じ90度の変針を行うには大舵をとるのではなく、
  最小高角で行うのがよい。
（4） ハンドル操作のスピード
   ハンドル操作のスピードは、ハンドルの回転が急であるかどうかである。
  安定な舵角になるまでゆっくりとハンドルを回すのがよいものと考える。
 以上の（1）から（4）の内容についてパターンごとに評価を行い、それぞれ評価値
をつけた。ここで設定した評価関数は、それぞれの評価値に重み係数をつけ、加
え合わせるものである。そして、評価値が大きいものを最適パターンとし、最適
パターンの組合せによって最適ルートを決定した。
 また、90度以上の変針の場合、つまりU一ターンなどを考える場合には、パター
ンの合成が必要であった。今回は、最適ルートの計算の際に評価値の良いものか
ら2つのパターンを選び出し、これらをパターンの合成に使用した。合成の方法は、
舵角（ハンドル角）のパターンに注目し、ハンドルを中央に戻そうとしたところ
がら、中央になるまで（図5－12aの部分）と、ハンドルをきり始めてから一定の
安定なハンドル角になるまで（図5－12のbの部分）を考えず、取り去ったものと
して図5・一13にあるように合成を行った。このようにして、U一ターンの航跡を得た。
このような計算によって得られた最適ルート（操船パターン）の例を図5－14に示
す。
 パターン・フィッティングによる方法では、計算によって得られた模範パター
ンを追跡し、支援モニタの指示通りに操縦を行えばパターンの再現が可能である。
しかし、この追跡の過程において操作の誤り、遅れなどによって、位置ずれが許
容範囲を超えるような場合にはパターンの継続を直ちに停止し、パターンの組み
替え、あるいは構成を修正してパターンの変更を行う。
 このことから、 データベースとしてパターンを蓄積する場合にはくたとえば、
ハンドル角では、3。、5。、8。、10。、15。・…など、変針の大きさでは、半回
転、一回転などとパターンの選択や組み替えが容易な離散型のデータ構造をもつ
のがよいと考える。                 ，
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5－3 船舶への応用
  車両を使用したシステムでは、船舶特有の風・潮流などの外乱の影響がない
ため、こめ影響のない初期的で、純粋なパターンが得られる。離着岸時は、船速
が比較的低いため外乱の影響は大きく、特に大型船では深刻である。外乱は、初．
期に設定したパターンをゆがませるものと考える6船舶へ応用を考える場合、風
・潮流の向きや大きさの計測を行い、外乱による予想位置とのずれを検出し、こ
れに補正ベクトルを合成したパターンを作成することが必要であろう。
 また、航海に必要な情報、たとえばレーダ、ARPA、測深儀、ログ、気象・海象
などの情報を統合させ、さらには知的処理を加え総合的に表示する操船支援シス
テムが考えられる。このシステムに自動的な制御機能を加えれば、無人のシステ
ムに発展させることができるものと考える。統合システムを図5－15に示す。
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図5－15 統合シズテムの例
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第6章 未来の航法システムへの展望
6－1 船舶の航法システム
  近代的な技術が航海の分野にも導入され、船舶の大きさ、船橋の配置、船員
の構成や運航形態まで変えてしまついる。特に、通信技術は船舶の運航に大きな
役割を果たしてきたが、将来においてはもっと重要となろうことが予想される。
 また、船舶の自動化は、大洋航海においては夜間における機関室での当直を行
わない、いわゆるMO（エムゼロ）船に始まり、近代化船、乗組員11名のパイオニ
アシップへと移行してきた。船舶の運航のすべての局面において、無人で運航で
きるシステムを目標に高度自動運航システムが、海陸一体のトータルシステムと
して設計され研究されている（3n｛32｝。この無人運航システムは、最適自動運航
システムと出入港自動化システムの2つの分野に分けられる。
（1）最適自動運航システム
  このシステムは、沿岸を含む大洋航海中を安全かつ、経済的に自動運航する
システムであり次のようなサブシステムからなる。
①総合運航管理システム
②最適航路計画システム
③：気象海象状態監視評価システム
④船体状態監視評価、姿勢制御システム
⑤衝突座礁予防システム
（2）出入港自動化システム
  港内における荷役から操船など一連の作業を自動的に行うシステムである。
①港内自動運航システム
②自動離着桟システム
③自動錨泊係船システム
④自動荷役システム
 無人化船の運航には、操船の知能化にあたり相手船の操船意志の判断、周囲の
状況の判断、環境条件を含めた判断などの自動化も必要である。たとえば、経験
的知識をに加えた避航パターンや、2隻以上の多数の相手船を対象とし避航を行う
ARPA、さらに無人化船に対する法的な優遇措置が必要である。
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 一方、電波航法システムは、電波障害、精度劣化、故障などの影響を受ける。
また、送信が中断されると使用できない。そこで、外からの援助を受けなくても
運航できるような自立型の航法システム、さらには船位がある一定の基準以上の
精度で得られる自律型の航法システムが確立されることが望ましい。自律航法シ
ステムを構城するものとして、レーダ、ARPA、測深儀、ログ、ジャイロコンパス、
電子海図などが挙げられる。
 また、コンピュータを介してのデータ通信は、高速な応対を可能している。港
湾では、光波を利用したトランスポンダや、赤外線による通信システムが考えら
れる。入出航の届出の義務がある船舶に対し、港湾管理局はそれぞれID番号を割
当て、この番号で陸からの呼び出し、船からは変更の届けなどを行うシステムな
ども考えられる。
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6－2 自動車の航法システム
  走行ルートの案内や情報の提供と交通管制を行い、混雑の解消と所要時間の
短縮を目的とした自動車の航法システムの研究開発が、1960年頃より米国、英国、
ドイツなどで行われてきた。自動車の航法システムは、米国のERGS、英国のCARI
Nに代表される、道路に沿って設置されたサインポストによって位置を得たり通信
を行う方式とドイツのALI－SCOUT、米国のEtak Navigatorや欧州のCity Plotなど
の推測航法を主体としたシステムの2種類が主であるく33｝｛3の。
 近年では、GPSを利用し自動車の位置を画面に示す「サテライトクルーズシステ
ム」とよばれる航法システムが登場している。しかし、市街地を走行するような
場合には、高い建物によって衛星からの信号がさえぎられ欠測が起こる。この問
題を解決するためには、システムの統合が必要であると考える。推測航法、知的
処理を加える方法、マップ・マッチング方式を利用する方法などが考えられる。
 また、車両の位置を得るための統合システムに加えて、衛星、自動車、そして
管制局を結ぶ3局の通信リンクが利用できれば、交通管制、運航管理などが可能
となろう。たとえばトラックなど運航管理を行う場合には、運航計画に忠実であ
ること、ルートの最適化、車両の行き先の変更、消費者への早急な対応などが重
要である｛35，。この場合にも車両の位置が正確に得られることが要求されるため、
安価で精度のよい航法システムの確立が望まれる。
 自動車を安全かつ快適に利用するためには、運転者が気づかない障害物を検知
して知らせたり、知らない土地では道案内をすることも必要である。また、行き
先を指示すれば、自動的に目的地まで到達するような自律走行システムの研究が
なされている。将来、自動的にハンドルをきったり、加速したり、また必要なと
ころではブレーキを踏んだりする本物の「自動」車が登場するであろう。
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第7章 糸吉言命
7－1 結論
  移動体におけるGPSの測位精度の評価は、精度の高い推測航法の位置を利用す
ることによって行うことができた。その結果、sGPSに関して次のような知見を得
た。
（1）短時間、約5分以内においては、SAがかけられた後でも、衛星の仰角やSN比
  が大きく、HDOPが小さな値を示すような良好な条件のもとでは、相対位置の
  測位精度は10m以内である。
（2）仰角の低い衛星を捕らえた場合は、HDOPは小さくてもSN比が大きくなり、そ
  の影響で誤差が大きくなる。この時、測位位置は、特定の方向にずれる。移
  動中においても測位精度は衛星の軌道の影響を受ける。
（3）観測結果に基づいた移動中の測位誤差は、静止中の観測結果と比べると約2倍
  程度に増大する。
 この1つの原因は、受信機内部の推測航法による位置に誤差があることによると
考えられる。つまり、シーケンシャル型の受信機では、衛星を順次切り替えて受
信し、その間は受信機内部で計算される推測航法の位置で補間している。この推
測航法による位置が悪い場合には、よい測位結果は得られない。特に、速度の変
化が大きい場合、方位の変化が大きい場合には誤差が大きくなるものと考えられ
る。
 この実験結果から、離着岸操船支援システムへGPSの応用を考えた場合には
SGPSでは不十分であるため、より高精度な測位が可能な方法を検討する必要があ
る。また、SGPSは米国のSAの政策に左右されることから、 GPSの使用を検討する場
合には、SAの影響のないDGPSへ転換を図ることが必要であろう。
夏＿一27
7－2 今後の検討課題
  高精度な測位が可能であれば、測位システムを位置センサとして使用した航
法システムが考えられる。・この1つの例が、パタS・一一一ン・フィッティングを利用した
操船支援システムである。著者らは、船舶特有の風・潮流などの外乱のない陸上
で、研究用レーダ車を使用してこの方法の基礎的な研究を行った。パターンの収
集には推測航法を使用し、入間が操縦を行う場合の操縦の再現性と推測航法シス
テムの精度の評価・検証を行った。その結果、推測航法による航跡パターンは、
走行距離が短い場合には、1m未満の精度が得られた。この収集データを基にし
て着岸操船の最適ルートの計算を試み、取るべき舵角を支援モニタに表示する半
自動の着岸支援システムを一部試作した。
 操船の基本は、位置と速力を把握しこれらを制御することである。しかし、著
者らが研究中の支援システムは、現段階では三角のみを表示するものであるため、
もう1つの基本である速力の制御についての検討を加え、車両における支援システ
ムを完成したい。
 これまで車両を使用して、パターン・フィッティングを利用した着岸支援シス
テムについて検討してきた。このシステムを船舶に応用するためには、風潮流の
影響を考えなければならない。離着岸時は、船速が低いためこの影響が大きいと
考えられる。外乱は初期に設定したパターンをゆがませるものと考え、これは補
正ベクトルの合成によって修正が可能であると考える。この補正ベクトルの作成
方法についても検討したい。
 さらに、パターン・フィッティングを利用した離着岸操船支援システムは、高
精度な位置が得られることが基本となっているため、高精度な位置センサが必要
である。当初、この支援システムの位置センサとしてGPSの利用を考えた。しか
セ、実際にSGPSの評価実験を行ってみて、 SGPSでは十分な精度が得られないこと
が分かった。また、GPSは米国の政策に左右されるため、 SAの影響のないDGPSの利
用を検討したい。
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忘れず、今後も一層努力していきたいと思います。
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計算例一その1一
 図A－1に示すように進入時の方位Azは296．5度、絶対位置でのずれは前後方向に
はなく、左右方向では初期位置から右に1． 5cmずれていた。このとき、計算で得ら
れた推測航法による位置は、初期位置からX方向に2cm、 Y方向には3cmのずれがあ
った。
   a ＝ 296． 5－270
    一 26．5
   AB ＝ 1．5Xsin（90－a）
    ＝＝ 1． 34
   0B ＝ 1． 5 X cos （90一 a ）
    一 O． 66
△EDRのX成分を△X、 Y成分を△Yとすると、
  AX ＝ 3一 AB
    ＝ 1．7
  ilxY ＝＝ 2 一 OB
    ＝ 1．3
AEDR ＝ ！AX2 十 AY2
   ＝ 2．2
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Az ＝＝ 296． 5
 ヤL＼＼＼
   S一一 XNh． ．
・一w
AE，  α  △Eゼ
    o
（Pxe， Pve）
B
× ”“’一
~一5一一．．．
X．××一
図A・一・1真の推測航法による位置誤差の計算例
旦．一一一．一9－4”i＿、
計算例一その2一
 図A－2に示すように進入時の方位Azは115．1度、絶対位置における前後方向のず
れは前方に3cm、左右方向では左に7cmであった。また、計算で得られた推測航法
のずれは、初期位置からX方向に一6cm、 Y方向に20cmであった。
トムx
（P×，PY）i
’↑
△Y
△Eτ △EDR
r
β A（Ax，Av）
0 α｝B
（P罵6，PY，）
Azz＝115． 1
図A－2真の推測航法による位置誤差の計算例
    ・一〉／再
     ＝ 7．6
  rcos ie ＝＝ AB
  rsinle ＝ OB
加法定理により
rcos（a＋P） ＝＝ 3
rsiR（a＋P） ＝ 7
   rcosacosP 一一 rsinasinP ＝ 3
   rsinacosB ＋ rcosasinB ： 7
ここで、α＝115．1－90＝25．1であり、
    cos a ＝a
    sin a ＝＝b
とおくと、
   a・ OB 一b・ AB 一3 ・・ ・O
   a・ AB ＋ b・ OB ＝7“ … ＠
①式の両辺にa、②武の両辺にbをかけると、
   a2 ・ OB 一 ab ・ AB ＝＝3a ’ ’ ’ ＠
   b2 ・OB＋ab・AB ＝7b ’ ’ ’ ＠
＠式と（ll）liiliiを加えると、
  （ a2 十 b2 ） ・ OB ＝： 3 a 十 7b
ここで、a2＋b2＝1であるから、
   OB ： 3a 十 7b
    ＝＝ 6．87
 ．’． AX ＝＝ 12．9
  ab’OB 一 b2・AB ＝ 3b … ＠
  a2 ・AB ＋ ab・OB ＝ 7a ’”＠
 一 （ a2 十 b2 ） ・AB ＝ 3b 一 7a
 AB ＝ 7a 一一 3a
   ＝＝ 5．06
．’D AY ＝＝ 14．9
したがって、
  AE，， ＝＝ 19．7
、亘＿ヨ廷一一一一
